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電力料金値上げの影響は、一か月あたりコーヒー一杯程度なのか？ 

      

 

9 月 1 日に北海道電力と東北電力の電力料金値上げが実施された。これで、昨年からの一連の電力値上げ申請

に基づく料金値上げが全て出そろったことになる。下表にまとめて示すが、認可された値上げ率は各電力会社の

原発比率等の差により、家庭等が対象の規制部門で 6.23％から 9.75％の範囲に、また、工場やオフィスビルを

対象とする自由化部門で 11.0％から 17.26％である。規制部門である家庭野負担居ついては、各社から、標準的

世帯当たりの料金として、一か月当たり 224～457 円の増加、との試算結果が示されている。はたして家計への

負担増はこれだけだろうか？ 

  

今回の一連の電力料金値上げの主な要因である、化石燃料消費の増加の影響は、日本全体で年間 3～4 兆円と

されている。単純に国民一人当たりに直すと、月あたり 3,000 円程度となる。電力会社の努力があったにしても、

また標準世帯（おおむね 4 人家族）の値上げが低めになっている可能性を考えても、ケタが合わないことがわか

る。値上げは一般家庭用のみならず、規制部門の企業向けと、自由化部門でも当然実施されている。 家庭用の

電力消費は全体の 3 割弱であり、産業用の電力消費ははるかに大きい。そして電力需要の 6 割を超える自由化部

門での値上げ率は、表に示すように 11%～17．26％と規制部門よりはるかに高く、産業部門への影響が大きい

ことがあきらかである。関西経済連合会は今年 6 月に意見書を発表注 1)しているが、産業、特に製造業への影響

について興味ある内容が紹介されており、また、原発比率が高かったことから値上げ幅が最も大きくなった、関

西電力の管内の分析であることから、意見書で紹介された内容の 2 点に注目し、もう一度料金値上げの影響を考

えたい。 
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1 点目は会員企業へのアンケート結果である。質問は、「どの程度電力料金が上がったら、生産拠点・事業所を

関西電力会社管内から移転するか？」というものである。回答は下表のとおりであるが、「地域密着型事業のため

移転は困難」の 57％に、「50％以上でも移転は当面検討しない」17％を加えると、74％にのぼる会員企業が、

電力料金が 50％以上上がっても管内からの移転を選択肢にできない状況にあることがわかる。 販売価格への転

嫁が簡単ではない事は容易に想像でき、電力料金値上げが業績を直撃することはあきらかである。 大企業への

同種のアンケートでは、生産拠点の移転が選択肢の一つとして挙げられることも多く、地域活性化あるいは日本

活性化の見方で電力料金値上げの影響が語られる場合も多く見受けられるが、「普通」の製造業では、選択肢とな

りにくい事がわかる。移転しないのではなく、移転出来ないのである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 点目は製造業に働く人から見た電力値上げの影響である。関西経済連合会の意見書は、当研究所にも投稿さ

れた、ＲＩＴＥの発表注 2)を引用している。分析の方法は、国の工業統計から関西地域の各製造業の電力消費額を

もとめ、また同工業統計から各業種ごとの従業員数を分析することにより、従業員一人当たりの電力料金値上げ

による費用増額の影響をもとめたものである。報告によると、関西地区製造業平均での費用増額は年間給与の

2.9％にあたる 82，000 円に上る事が示されており、もし電力料金値上げによる費用増を給与削減で対応すると、

月額￥7,000 給与減少に相当することとなる。製造業で働く事で家計を支えている家庭にとっては、イメージ図

に示すように、家庭用電力値上げに加えての負担となる。同報告には関東地域（東電管内）での試算結果も示さ

れており、関西地区依り若干影響が小さいものの、年間 70，000 円、月額 6,000 円におよぶことが示されてお

り、料金値上げ額が大きく、製造業の占める比率が大きい関西地区の方が大きく影響を受けるとしても、程度の

差はあるにせよ製造業への影響の大きさは、全国におよび、そして製造業に働く人に影響が及ぶ事は容易に想像

できる。  
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消費者が受け取る電気料金値上げの大きさは、家庭用電力料金での値上げの、一か月あたり 300 円～500 円前

後であり、一か月コーヒー一杯程度の負担と説明される。しかし製造業への従業員一人当たりの負担増は、関西

地区では、457 円/月の 15 倍以上の 7,000 円/月に及ぶ。生産拠点の移動もできず製品価格への転嫁も難しいと

すると、働く人一人一人への負担とならざるを得ない。現時点ではさらに料金値上げに匹敵するような燃料調整

費が上乗せされており、今後再生可能エネルギー全量買い取り制度の負担も急増する。中部電力も 9 月 17 日に

料金値上げの検討をはじめる事を発表した｡電力料金に限らないが、エネルギー価格値上げの影響を考える場合は、

産業を対象とする値上げも、結局消費者一人一人に降りかかってくることを忘れてはならない。 

  

注 1) http://www.kankeiren.or.jp/material/pdf/130618teigen.ikensho.pdf 

注 2) http://ieei.or.jp/2013/06/expl130628/ 
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